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１ 計画の位置付けと目的 

 

○ 「特定事業活動振興計画」（以下「本計画」という。）は、福島復興

再生特別措置法（平成 24 年法律第 25 号。以下「法」という。）第 74 

条第１項の規定に基づき、「認定福島復興再生計画」に即するととも

に、「認定特定復興再生拠点区域復興再生計画」に適合して定める計

画である。 

 

○  本計画には、法第 74 条第２項各号に定められた内容の他、個人事

業者又は法人（以下「事業者」という。）に期待する取組の例などを

記載している。 

 

○  本計画は、事業者が、特定風評被害 1がその経営に及ぼす影響に対

処するために行う新たな事業の開拓、事業再編による新たな事業の

開始又は収益性の低い事業からの撤退、事業再生、設備投資その他の

事業活動（以下「特定事業活動」という。）の振興を図るための計画

であり、これにより、本県産農林水産物及びその加工品（以下「農林

水産物等」という。）の販売等や県内への観光誘客の促進につなげ、

本県における東京電力福島第一原子力発電所事故による災害（以下、

「原子力災害」という。）からの産業の復興及び再生を一層推進する

ことを目指す。 

 

○  本計画に定める特定事業活動を実施する事業者が、知事の指定を

受けた後、当該特定事業活動の用に供する機械等の取得等又は特定

被災雇用者等の雇用をした場合、国税及び地方税の特例の適用があ

る。 

 

○  県は、本計画に基づき、特定事業活動の振興を図るための施策を総

合的に講じ、各市町村と連携し、全力で原子力災害からの産業の復興

及び再生に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
1 放射性物質による汚染の有無又はその状況が正しく認識されていな

いことに起因する農林水産物及びその加工品の販売等の不振並びに観

光客の数の低迷（法第７条第５項第３号）  
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２ 特定事業活動振興計画の目標及び期間等 

 

(1)目標 

○ 原子力災害は、本県の農林水産物の作付制限や出荷制限、沿岸漁業

の操業自粛といった直接の被害に加え、農林水産物を始めとする県

産品の買い控え、出荷量の減少、価格水準の下落、諸外国による輸入

規制措置や、海外からの旅行者を含む本県全域における観光客の大

幅な減少など、風評による被害を引き起こした。今もなお、放射性物

質による汚染の有無又はその状況が正しく認識されていないことに

起因して、農林水産業や観光業を中心に風評の影響が根強く残り、本

県の産業に影響を及ぼしている。  

○ これを踏まえ、本計画の目標を次のとおりとする。 

 

ア  農林水産物等の信頼回復、付加価値向上及び販路回復・開拓  

  震災以降、農林水産物等の出荷制限解除が進展し、風評払拭に向け

た様々な取組により価格は回復傾向にある。 

しかし、依然として震災前の価格水準まで戻っていない品目が残

っているほか、失われた取引先が回復していない事業者があるなど、

農林水産業では根強い風評の影響が継続している。  

このため、国内外へ農林水産物等の安全性に関する正確で分かり

やすい情報発信を行うことにより、国内外における信頼の回復を図

る。 

  また、農林水産物等の品質の向上やブランド力向上、地域産業６次

化、新商品開発、多様なアプローチによる流通・販売促進、さらに出

荷時期の拡大等安定的な供給体制の構築など、生産から流通・販売に

至るまでの総合的な取組により、農林水産物等の「ふくしま」ならで

はのブランド確立や、産地評価の回復と競争力及び生産力の強化、販

路拡大を目指す。 

 

イ 観光資源の魅力増進及び観光誘客・交流の促進  

  震災以降、風評払拭に向けた様々な取組により、本県における観光

客入込数は着実に回復してきた。  

  しかし、教育旅行の宿泊者数が震災前の水準まで戻っていないほ

か、外国人宿泊客数も全国の伸び率と比較して大きく遅れているな

ど、風評の影響が継続している。  

このため、震災以前からの観光資源の復旧や磨き上げ、本県ならで

はの観光コンテンツの造成、快適で利便性の高いサービスを提供す

る体制整備の推進により、魅力ある観光地づくりを進める。  

また、磨き上げた本県の魅力や復興の状況に関する正確な情報発

信を行い、国内外の認識のアップデートを図り、観光誘客の促進を目

指す。 
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(2)期間 

○ 認定福島復興再生計画においては、「第２期復興・創生期間」であ

る令和３年度から令和７年度までの５年間を計画の期間としている。 

 

○  認定福島復興再生計画に即して作成する本計画においても、計画

の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とする。 

 

(3)対象業種 

○ 特定事業活動を実施する事業者は、特定風評被害へ対応する取組

が期待される、別紙の農林水産関連産業及び観光関連産業の業種

（日本標準産業分類〈平成 25 年 10 月改定〉〈平成 26 年４月施行〉

【小分類】）に属するものとする。  
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３ 特定事業活動の振興を図るため実施しようとする措置等 

 

農林水産物等の信頼回復、付加価値向上及び販路回復・開拓や観光資

源の魅力増進及び観光誘客・交流の促進に資する特定事業活動の振興

を図るため、国や市町村等と連携して以下に取り組む。 

 

(1)農林水産関連産業 

ア 農林水産物等の信頼回復 

 ① 現状と課題 

原子力災害により、本県では農林水産物等の作付制限や出荷制

限、きのこ原木の利用自粛、沿岸漁業の操業自粛など、直接の被害

に加え、農林水産物等の出荷量の減少や価格水準の下落、諸外国に

よる輸入規制措置が続いている。 

こうした状況に対して、現在、本県では農林水産物等の放射性物

質検査や、放射性物質の吸収抑制対策の徹底等により、出荷・流通

する農林水産物等からは、基準を超える放射性物質は検出されて

おらず、検査結果や安全性の情報発信を行っているものの、一部の

品目を除き震災前の価格水準まで回復していない。  

今後も農林水産業における環境放射線モニタリングの継続、国

内外に対する正確な情報発信、正しい理解の促進へ向けた取組等

により、農林水産物等への信頼回復を図る必要がある。 

 

② 事業者の取組に期待すること  

本計画の１及び２に記載した目的・目標の達成に向け、根強く残

る風評の影響により、一部の品目を除き震災前の価格水準まで回

復していない中、放射性物質の検査や対策を徹底し、国内外へ正確

な情報発信を行うことが重要であるため、事業者においては、農林

水産物等の放射線量の低減に資する取組や放射性物質検査の充実

等、農林水産物等への信頼回復に寄与する取組が期待される。  

 

（事業者に取り組んでいただきたい取組例）  

○  放射性物質の吸収を抑制するためのカリ肥料の施用等に  

よる放射性物質の影響の低減 

○  非破壊検査機器等の放射性物質検査機器の導入による検査

技術の充実 

○ 放射性物質検査結果や安全性の情報発信  

 ○  ふくしま県ＧＡＰ（ＦＧＡＰ）や有機ＪＡＳ、水産エコラベ

ル等の認証取得に必要な施設・設備の整備   等  

 

 ③  事業者の取組を支援するための施策  
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 上記②の事業者に期待する取組を一層促進していくために、環

境放射線モニタリングの実施等による放射性物質の検査体制を整

備するとともに、消費者に向けたリスクコミュニケーション強化

等、農林水産物等の信頼回復に向けた施策等を実施する。 

 

（具体的な施策例） 

○  環境放射線モニタリングを継続的に実施するとともに、検

査結果を随時情報発信する。  

○ 放射性物質検査機器の導入・維持への支援等により、自主的

な農林水産物等の放射性物質の検査体制整備を支援する。  

○  放射性物質の低減技術など放射性物質関連の研究を進める

とともに、安全な農林水産物の生産のため、放射性物質の吸収

抑制対策の徹底等に引き続き取り組む。  

○  食品中に含まれる放射性物質や健康への影響等について、  

分かりやすい情報をホームページやパンフレット、広報誌等

により発信し、農林水産物等への正しい理解を促す。 

○ ふくしま県ＧＡＰ（ＦＧＡＰ）や有機ＪＡＳ、水産エコラベ

ル等の認証取得を推進する。   等  

 

イ  農林水産物等の付加価値向上  

 ① 現状と課題 

   原子力災害により、本県の農林水産物等は、根強く残る風評の影

響により、一部の品目を除き震災前の価格水準まで回復していな

い。 

こうした状況に対して、安全性の確保に加え、品質の高さや安定

した供給により、本県農林水産物等が消費者や市場から選択され

るよう、多様な県オリジナル品種の開発や流通促進等により、高付

加価値化・オリジナリティによる競争力強化を図っている。  

今後も消費者ニーズに的確に対応しつつ、経営規模の拡大や低

コスト技術の導入などによる生産コストの低減、気象変動に左右

されない安定した生産体制等の整備や、県オリジナル品種を始め

とした優良品種の導入を進めることにより、「ふくしま」ならでは

のブランドを確立し、農林水産物等の付加価値向上を図る必要が

ある。 

 

② 事業者の取組に期待すること  

 本計画の１及び２に記載した目的・目標の達成に向け、根強く残

る風評の影響により、一部の品目を除き震災前の価格水準まで回

復していない中、安全性の確保に加え、品質の高さや安定した供給

により、本県農林水産物等が消費者や市場から選択されるように
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なることが重要であるため、事業者においては、高品質で安定的な

生産に向けた取組や、オリジナル品種等の導入、地域産業６次化等

の農林水産物等の付加価値向上に寄与する取組が期待される。  

 

（事業者に取り組んでいただきたい取組例）  

   ○  気象変動に左右されない施設・設備の整備による高品質安

定生産の維持 

   ○  生産工程の高効率化・ＩｏＴやドローン等の活用による品

質向上や生産規模の拡大 

   ○  県オリジナル品種等の導入 

○  地元の商工業者と連携した新商品開発等の地域産業６次化

や農林水産物等を活用した農家レストラン等の開設   等  

 

 

 ③ 事業者の取組を支援するための施策  

   上記②の事業者に期待する取組を一層促進していくために、県

オリジナル品種の開発や付加価値の高い産地形成の支援、地域産

業６次化等の付加価値向上のための取組の支援などの施策等を実

施する。 

 

（具体的な施策例） 

○  出荷時期の拡大と安定的に供給できる生産体制構築のため

の施設等の導入や、付加価値の高い産地形成のための施設等

の導入を支援する。 

○ 地域産業６次化、農家レストラン・農林漁業体験民宿施設の

開設等の取組を推進する。  

○ 新商品開発や専門家を活用した商品改良等を支援する。  

○ オリジナル品種の開発等に取り組む。   等  

 

ウ 農林水産物等の販路回復・開拓 

 ① 現状と課題 

 原子力災害により、本県では農林水産物等の県外量販店等にお

ける取扱量の減少や、価格の下落に加え、海外においては 15 の国・

地域で県産食品の輸入規制（令和３年１月現在）が継続するなど、

依然として風評の影響が根強く残っている。 

こうした状況に対して、現在、本県ではトップセールスやマスコ

ミ・バイヤーの招へいを行うとともに、イベントの充実・強化やイ

ンターネットの活用による効果的な情報発信と販売促進を図って

いる。 

今後も流通関係者への働きかけや諸外国による輸入規制の解除
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に向けた取組を継続することにより、震災以前からの販路回復に

加え、新たな販路・販売棚の開拓を図る必要がある。 

 

② 事業者の取組に期待すること  

 本計画の１及び２に記載した目的・目標の達成に向け、根強く残

る風評の影響により、本県農林水産物等の取扱量の減少や価格の

下落に加え、輸入規制が継続している中、効果的な情報発信と販売

促進が重要であるため、事業者においては、県内外の量販店・飲食

店等の販路の回復はもとより、新たな販路の開拓や、インターネッ

ト等を活用した新たな販売方式の導入、輸出拡大に向けた取組等

の農林水産物等の販路回復・開拓に寄与する取組が期待される。  

 

（事業者に取り組んでいただきたい取組例）  

○  県内外の量販店・飲食店等との連携による 新たな販路の  

開拓  

○  ＳＮＳやインターネット等を活用した新たな販売方式の  

導入 

○  対象の国・地域のニーズに応じた品質のものを安定供給す  

る施設等の整備 

○ 鮮度保持や検疫対応のための技術等の導入  等  

 

 ③  事業者の取組を支援するための施策  

   上記②の事業者に期待する取組を一層促進していくために、農

林水産物等の魅力等の情報発信や新たな販路拡大のための機会の

創出、輸入規制解除に向けた取組などの施策等を実施する。 

 

（具体的な施策例） 

○ サービス分野も含めた販路開拓に向け、大型展示会や、商談

会、物産展、イベント、物産フェアの開催等により販売機会や

企業間取引の機会を創出する。  

○  卸売市場、小売店等におけるプロモーションを実施すると

ともに、生産者・事業者による情報発信を支援する。  

○ 情報発信に当たっては、各種マスメディアはもとより、日本

橋ふくしま館等の県が持つ情報発信拠点を通じて消費者に直

接働き掛ける。 

○ 海外に向けては、国と連携し、科学的根拠に基づく正確な情

報発信に取り組む。 

○  国と連携し、震災以前の主たる輸出先であった東アジア地

域を中心に、政府関係者・流通関係者等への働き掛けや、マス

コミ・バイヤーの招へいなど、輸入規制解除に向けた取組を行
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う。  

○  現地の市場調査や在外公館等との情報交換など、規制解除

後の速やかな輸出再開に向けた取組を進めるほか、ＡＳＥＡ

Ｎ諸国など新たな市場の開拓に取り組む。   等  

 

 

 (2)観光関連産業 

ア 観光資源の魅力増進 

 ① 現状と課題 

原子力災害により、本県の観光客入込数は、震災直後に前年の約

６割にまで落ち込んだものの、その後、各種大型観光キャンペーン

や周遊企画等様々な取組により、全体としては震災前の水準まで

回復しつつある。 

一方、教育旅行については、ワンストップ窓口の設置等により、

関係機関が一体となった誘致活動に取り組んできたものの、宿泊

者数は震災前と比べて７割程度までしか回復していない状況にあ

るほか、インバウンドについては、ターゲットとする市場の特性に

合わせた情報発信や体験型コンテンツの造成等の取組を推進して

きたが、宿泊者数は全国の伸び率と比較して半分程度に留まるな

ど、いまだ風評の影響が根強く残っている。 

こうした分野における課題を解決し、今後、更に観光誘客を促進

するためには、観光資源の復旧や磨き上げを継続して行うととも

に、震災以降新たに取り組んでいる被災地域での学びに焦点を当

てたホープツーリズム（震災と原発事故を経験した福島ならでは

の学びのツアー）の推進や、本県の豊かな自然をいかした新たな観

光コンテンツの造成等により、国内外から選ばれる観光地づくり

を進めていくことが不可欠である。 

さらに、本県の伝統的な加工食品や工芸品等についても、風評の

影響による観光客の低迷等で取引に影響が生じているため、地場

産業における商品力向上等に係る取組により、県全体での総合的

な観光資源の魅力向上を図る必要がある。 

 

② 事業者の取組に期待すること  

 本計画の１及び２に記載した目的・目標の達成に向け、根強く残

る風評の影響により、教育旅行・インバウンドにおける宿泊者数や

本県産品の取引等が低迷している中、国内外から選ばれる観光地・

商品づくり等を進めることが重要であるため、事業者においては、

観光客の満足度向上に資する商品・サービス、観光コンテンツの開

発やおもてなしの提供等、観光資源の魅力増進に寄与する取組が

期待される。 
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（事業者に取り組んでいただきたい取組例）  

○  主に観光客が利用する宿泊施設、遊具等の魅力増進に資す

る整備 

○  外因に影響されない魅力の高い商品やサービスの開発及び

磨き上げ 

○  自然アクティビティ等の観光コンテンツの新しい提供や拡

充 

○ 伝統工芸・地場産業における新たな商品、デザイン、技術の

開発・活用 

○  地域のホスピタリティ向上や観光推進を牽引する人材の育

成  等  

 

 ③  事業者の取組を支援するための施策  

   上記②の事業者に期待する取組を一層促進していくために、魅

力ある商品・サービス、観光コンテンツの開発支援や本県ならでは

の旅行商品の造成促進などの観光資源の魅力増進に向けた施策等

を実施する。 

 

（具体的な施策例） 

○  より選ばれる観光地となっていくため、市町村や関係団体

と連携した観光コンテンツの造成・磨き上げや商品化、流通に

乗せるまでの一貫したサポートにより、地域としての魅力を

底上げする。 

○  東日本大震災・原子力災害伝承館などの震災後に設置され

た施設等との連携によるホープツーリズムを始め、県内の自

然や観光資源を活用したふくしまならではの体験の場を提供

する。 

○  ホスピタリティの向上や福島地域通訳案内士の育成・活用

を進め、おもてなし面の強化を図る。 

○  本県が農産物や特色ある食文化、伝統工芸品を始めとする

地域資源に恵まれた環境であることを最大限活用した新たな

旅行商品の造成を促進する。 

○ 市場ニーズを捉え、県内の伝統工芸・地場産業事業者と、ク

リエイターや異業種との連携を進めながら、売れる商品の開

発を支援するとともに、デザインの活用等を通じて、産品の潜

在的な魅力を引き出し、消費者に訴求することにより販売力

強化を目指す。  等  

 

イ 観光誘客・交流の促進 
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 ① 現状と課題     

原子力災害により、本県に対するイメージが低下し、国内外から

の観光客が大幅に減少した状況に対応するため、教育旅行を始め

とした誘客キャラバン等による丁寧な説明や、ホームページ等で

の正確な情報発信に努めてきた。  

しかし、いまだ国内外で風評は根強く残り、例えば、教育旅行で

は保護者の合意形成に困難を伴うため本県が行き先とならない、

国外旅行業者からは旅行者からの需要がないため商品造成につな

がらない、本県が含まれる旅程であっても本県の名は出さないよ

うにしているといった声が聞かれ、現在に至るまで旅行の目的地

選定等に影響している。また、インバウンドにおいては、中国を始

めとした国々での渡航注意喚起が継続されるなど、本県の観光産

業回復の足枷となっている。  

今後も風評払拭に向けて、国等と連携し、本県の観光や放射性物

質に関する安心・安全の取組を国内外へ継続的に発信する必要が

ある。また、本県のイメージ回復や、本県へ訪れる価値及びその認

知向上に粘り強く取り組むとともに、来県する目的の創出につな

がる各種イベント及び大会等の実施や、バリアフリー化・多言語化

など多様な観光客を受け入れるための環境整備の促進等により、

国内外から本県への観光誘客・交流の促進を図る必要がある。 

 

② 事業者の取組に期待すること  

 本計画の１及び２に記載した目的・目標の達成に向け、根強く残

る風評の影響により、国内外において本県に対するイメージが低

下し、旅行の目的地選定等に影響している中、本県の観光や放射性

物質に関する安心・安全の取組を国内外へ継続的に発信するとと

もに、多様な観光客を受け入れる環境整備等を進めることが重要

であるため、事業者においては、多様な観光客が快適で利便性の高

いサービスが受けられる環境の整備や情報発信体制づくり等、観

光誘客・交流の促進に寄与する取組が期待される。  

 

（事業者に取り組んでいただきたい取組例）  

○  各種施設や２次交通機関におけるＷｉ－Ｆｉ設備の整備、

キャッシュレス決済の導入 

○  各種施設のバリアフリー化やインバウンド等に対応した多

言語化へ向けた整備 

○  景観に配慮した看板や観光情報等を発信するデジタルサ  

イネージの整備 

○  観光客が本県での観光体験を容易にＳＮＳで発信でき、そ

の発信がさらなる来県を呼ぶための情報発信体制づくり  等  
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 ③  事業者の取組を支援するための施策  

   上記②の事業者に期待する取組を一層促進していくために、マ

ス・セグメント特性に合わせた情報発信やイベントの実施などの

施策等を実施する。 

 

（具体的な施策例） 

○  原子力災害に伴う福島への不安を解消するため、食の安全

確保に向けた取組や検査結果、空間線量率の推移、復興の状

況、本県の魅力や正確な情報について、テレビ、ラジオ、イ

ンターネット等多くの媒体を活用したメディアミックスや各

種検査結果のホームページによる迅速な公表により、国内外

に向けて効果的に発信する。  

○  教育旅行については重点的に誘致活動を行う地域を選択し、

学校等への訪問を行うなどの取組を強化する。 

○  外国人観光客の誘客拡大については、海外のマスコミや旅

行関係者を本県に招いてのＰＲや、現地及びＳＮＳを活用し

たプロモーションの実施などに取り組む。  

○  国内外から観光客を効果的に誘致するため、市町村や地元

フィルムコミッションなどと連携し、テレビや映画製作活動

の誘致及び当該メディアとのタイアップを始め、鉄道、バスな

どの交通事業者や高速道路会社と連携した誘客キャンペーン

等を展開する。 

○ 国内外の多くの方々に、実際に本県に来て、見て、現状を知

ってもらうため、国を始め様々な団体の協力の下、国内外の

様々なイベント、スポーツ競技大会及び会議等を誘致する。  

○  被災地の団体や子どもが演じ手の団体を中心とした県内の

伝統芸能の公演及び交流会を開催する。  

○ 本県の現状を理解し“福島の今”を伝えてもらうため、国内

外の福島県人会と連携し、情報発信や交流等を行う。   等  
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４ 特定事業活動を実施する事業者の指定等に当たって 

 

○ 特定事業活動を実施することにより課税の特例の適用を受けよう

とする事業者は、特定風評被害により生じる課題の解決等に資する

事業活動等について記載した、特定事業活動指定事業者事業実施計

画（以下「実施計画」という。）を作成し、その他必要な書類とあ

わせて知事に申請すること。  

 

○  知事の指定を受けた事業者（以下「指定事業者」という。）が、

実施計画の変更をしようとするときは、その旨を知事に届け出る必

要がある。 

 

○  指定事業者は、実施計画の実施状況について、事業年度（個人事

業者は暦年）終了後１か月以内に知事に報告する必要がある。 

 

○  指定事業者は、指定の要件を欠くことになった場合、指定を取り消

されることがある。  


